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図-1　離岸堤整備イメージ図1）

写真-2　NMB測量写真-1　UAVレーザ測量

図-3　三次元モデル（既設ブロック撤去計画）

写真-5　実験状況写真-4　現況モデル
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はじめに

我が国の国土を最前線で防護している離岸堤は、高
潮や高波浪による洗堀およびブロックの沈下・飛散が生
じやすい過酷な環境下に整備されている（図-1参照）。
また、建設業界ではi - Constructionの推進を通じ、
ICT建設機械やUAV等を活用したICT施工等、設計・
施工におけるデジタル技術の積極的な活用を進めるほ
か、インフラ分野のDXの一環として、建設現場の生産性
の向上に加え、働き方等を変革することを目的とした取
組みが行われている。これらの背景を踏まえ、本稿では、
平成20年2月の寄り回り波による甚大な高潮被害を契
機とした計画外力変更に伴い施設整備を推進している
直轄海岸の下新川海岸において、沖合い約70mに位
置する層積ブロック式の離岸堤補強設計に先立ち実施
した水中ドローン調査の有効性を検証したものである。

離岸堤を補強する際、既設ブロックを一旦撤去し、積
み直す場合は、コスト高騰に加え施工期間が限定される
ため長期施工となることから、新設ブロックを被覆した補
強対策を基本としている。また、高波災害対策検討委員
会の結果より、下新川海岸における災害の発生メカニ
ズムと課題を踏まえ、離岸堤は層積み構造とする方針で
あった。このような背景を踏まえ、深浅測量成果と陸上か
らの目視だけでは補強設計に必要な既設ブロックの被
災形状等の情報を得られないため、気中部をUAVレー
ザ、水中部をナローマルチビーム（NMB）による三次元
計測を実施した（写真-1、写真-2参照）。しかしながら、
既設ブロックと新設ブロックの噛み合せ効果検証に必
要な水深約1mの既設ブロックの変状把握には至らな

かった。以上より、離岸堤補強設計に必要な既設ブロッ
クの変状を如何に把握するかが課題となった。

実施した。具体には、既設ブロックの飛散形状（沈下・飛
散・沈下状況）を把握するため、UAV空撮とレーザープ
ロファイラ（LP）データを重ね併せた損傷図を作成し（図
-2参照）、損傷状況を推定した後、変状が顕著な端部を
中心に水中ドローンによる動画撮影を実施した。調査の
結果、安全かつ効率的に既設ブロックの飛散・傾き・噛
み合せ状況を把握できた（写真-3参照）。従来方式（潜
水目視）による現状把握では半日で約30万円要するこ
とに加え、人的リスクが懸念される。一方、水中ドローンで
は１時間程度で実施可能かつ約20万円の調査費削減

（購入費除く）と岸から操縦可能なことによる調査の安
全性向上に寄与することが検証できた。

写真-3　ブロックの傾き状況

図-2　損傷図1

離岸堤調査における課題2

従来は潜水士による潜水目視調査で現状把握が実
施されているが、船舶利用や潜水士調達が必要であり、
限定された海象条件下における調査日程の調整や高コ
スト化および既設ブロック周辺の乱流による人的リスクが
懸念された。そのため、調査に掛かるプロセスの効率化、
工程短縮、コスト低減、安全性の向上を図るため、船舶
を利用せずに調査可能な「水中ドローン」による調査を

離岸堤補強設計への反映4

水中ドローン等を用いた被災状況の把握3

おわりに5

水中ドローンにより撮影した動画の解析により、ブロッ
クの傾きや噛み合せ状況を忠実に再現した現況モデル
を構築することが可能となった（写真-4参照）。また、この
現況モデルを基に新設ブロックの噛み合せ効果を検証
するための水理模型実験を複数ケース実施し、当該離
岸堤において最も安定した補強工法（天端２層の嵩上
げと前腹付け１層）を選定することができた（写真-5
参照）。

水中ドローンにより従来方式に対する課題の解消、コ
スト低減を図ることができた。また、既設ブロックの傾きや
飛散状況を再現することで新設ブロックの安定した積み
方を計画できたほか、撤去や取壊し対象ブロックの見え
る化が可能となる等（図-3参照）、施工性向上に資する
副次的効果も検証できた。一方、コントローラーと水中ドロ
ーン本体が有線で繋がっているため、調査範囲が陸上
から約100mに限定されることや、視認困難な沖側では
ブロックにケーブルが擦れて破損する等の懸念事項も
確認できた。これら課題に対し、最近ではUAVと水中ド
ローンが水上で分離する「水空合体ドローン」等、課題解
決に向けたインフラ分野のDXに資する新技術の開発も
進んでいる。また、令和５年度より全ての詳細設計・工事
で原則適用となるBIM/CIM化への対応が求められて
いることを踏まえ、さらなる効率化や省力化に寄与できる
よう日々研鑽し、新たな時代に通用する技術者を目指し
たい。 謝辞：本業務の遂行にあたり、国土交通省北陸地方整備局黒部

河川事務所のご指導・ご支援を賜り、職員の皆様に、心より感謝
申し上げます。
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1）海岸保全施設の技術上の基準・同解説 H30.8

Keywords｜直轄海岸、水中ドローン、水理模型実験、離岸堤補強設計、省力化

流
域
保
全

流
域
保
全



7 8

N i X T e c h n i c a l R e p o r t 2 0 2 2 - 2 0 2 3 N i X T e c h n i c a l R e p o r t 2 0 2 2 - 2 0 2 3

図-1　離岸堤整備イメージ図1）

写真-2　NMB測量写真-1　UAVレーザ測量

図-3　三次元モデル（既設ブロック撤去計画）

写真-5　実験状況写真-4　現況モデル

離岸堤補強設計における水中ドローン調査の有効性検証

川村 広樹
インフラマネジメント事業本部 社会基盤部 
流域保全グループ グループマネージャー
技術士 建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）
kawamura@shinnihon-cst.co.jp

中村 裕也
インフラマネジメント事業本部 社会基盤部 
流域保全グループ
河川点検士
y.nakamura@shinnihon-cst.co.jp

蓮池 康明
インフラマネジメント事業本部 社会基盤部 
流域保全グループ 係長
技術士 建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋）
y.hasuike@shinnihon-cst.co.jp

加藤 奈美
インフラマネジメント事業本部 社会基盤部 
流域保全グループ
RCCM（河川、砂防及び海岸・海洋）
n.kato@shinnihon-cst.co.jp

はじめに

我が国の国土を最前線で防護している離岸堤は、高
潮や高波浪による洗堀およびブロックの沈下・飛散が生
じやすい過酷な環境下に整備されている（図-1参照）。
また、建設業界ではi - Constructionの推進を通じ、
ICT建設機械やUAV等を活用したICT施工等、設計・
施工におけるデジタル技術の積極的な活用を進めるほ
か、インフラ分野のDXの一環として、建設現場の生産性
の向上に加え、働き方等を変革することを目的とした取
組みが行われている。これらの背景を踏まえ、本稿では、
平成20年2月の寄り回り波による甚大な高潮被害を契
機とした計画外力変更に伴い施設整備を推進している
直轄海岸の下新川海岸において、沖合い約70mに位
置する層積ブロック式の離岸堤補強設計に先立ち実施
した水中ドローン調査の有効性を検証したものである。

離岸堤を補強する際、既設ブロックを一旦撤去し、積
み直す場合は、コスト高騰に加え施工期間が限定される
ため長期施工となることから、新設ブロックを被覆した補
強対策を基本としている。また、高波災害対策検討委員
会の結果より、下新川海岸における災害の発生メカニ
ズムと課題を踏まえ、離岸堤は層積み構造とする方針で
あった。このような背景を踏まえ、深浅測量成果と陸上か
らの目視だけでは補強設計に必要な既設ブロックの被
災形状等の情報を得られないため、気中部をUAVレー
ザ、水中部をナローマルチビーム（NMB）による三次元
計測を実施した（写真-1、写真-2参照）。しかしながら、
既設ブロックと新設ブロックの噛み合せ効果検証に必
要な水深約1mの既設ブロックの変状把握には至らな

かった。以上より、離岸堤補強設計に必要な既設ブロッ
クの変状を如何に把握するかが課題となった。

実施した。具体には、既設ブロックの飛散形状（沈下・飛
散・沈下状況）を把握するため、UAV空撮とレーザープ
ロファイラ（LP）データを重ね併せた損傷図を作成し（図
-2参照）、損傷状況を推定した後、変状が顕著な端部を
中心に水中ドローンによる動画撮影を実施した。調査の
結果、安全かつ効率的に既設ブロックの飛散・傾き・噛
み合せ状況を把握できた（写真-3参照）。従来方式（潜
水目視）による現状把握では半日で約30万円要するこ
とに加え、人的リスクが懸念される。一方、水中ドローンで
は１時間程度で実施可能かつ約20万円の調査費削減

（購入費除く）と岸から操縦可能なことによる調査の安
全性向上に寄与することが検証できた。

写真-3　ブロックの傾き状況

図-2　損傷図1

離岸堤調査における課題2

従来は潜水士による潜水目視調査で現状把握が実
施されているが、船舶利用や潜水士調達が必要であり、
限定された海象条件下における調査日程の調整や高コ
スト化および既設ブロック周辺の乱流による人的リスクが
懸念された。そのため、調査に掛かるプロセスの効率化、
工程短縮、コスト低減、安全性の向上を図るため、船舶
を利用せずに調査可能な「水中ドローン」による調査を

離岸堤補強設計への反映4

水中ドローン等を用いた被災状況の把握3

おわりに5

水中ドローンにより撮影した動画の解析により、ブロッ
クの傾きや噛み合せ状況を忠実に再現した現況モデル
を構築することが可能となった（写真-4参照）。また、この
現況モデルを基に新設ブロックの噛み合せ効果を検証
するための水理模型実験を複数ケース実施し、当該離
岸堤において最も安定した補強工法（天端２層の嵩上
げと前腹付け１層）を選定することができた（写真-5
参照）。

水中ドローンにより従来方式に対する課題の解消、コ
スト低減を図ることができた。また、既設ブロックの傾きや
飛散状況を再現することで新設ブロックの安定した積み
方を計画できたほか、撤去や取壊し対象ブロックの見え
る化が可能となる等（図-3参照）、施工性向上に資する
副次的効果も検証できた。一方、コントローラーと水中ドロ
ーン本体が有線で繋がっているため、調査範囲が陸上
から約100mに限定されることや、視認困難な沖側では
ブロックにケーブルが擦れて破損する等の懸念事項も
確認できた。これら課題に対し、最近ではUAVと水中ド
ローンが水上で分離する「水空合体ドローン」等、課題解
決に向けたインフラ分野のDXに資する新技術の開発も
進んでいる。また、令和５年度より全ての詳細設計・工事
で原則適用となるBIM/CIM化への対応が求められて
いることを踏まえ、さらなる効率化や省力化に寄与できる
よう日々研鑽し、新たな時代に通用する技術者を目指し
たい。 謝辞：本業務の遂行にあたり、国土交通省北陸地方整備局黒部

河川事務所のご指導・ご支援を賜り、職員の皆様に、心より感謝
申し上げます。

参考文献
1）海岸保全施設の技術上の基準・同解説 H30.8

Keywords｜直轄海岸、水中ドローン、水理模型実験、離岸堤補強設計、省力化

流
域
保
全

流
域
保
全




